第十四号様式（第42条の９関係）
先進船舶導入等計画の認定申請書特定先進低環境負荷船の導入計画向け記入例


　　年　　月　　日　

　　　国土交通大臣　殿
				
	Comment by 作成者: 最終的には必ず次ページの「３．実施体制」に記載の「船舶の取得者」全員が、申請者として名を連ねるようにしてください。
※船舶の取得者が決まっていない時点で申請することは可能ですが、船舶の取得者が決定次第、船舶の取得者も連名で計画変更を申請してください。（計画変更は第16号様式を使用してください。）
※「船舶の取得者」とは、取得する特定先進低環境負荷船に関して特別償却を利用する企業・個人のことであり、法人税法施行規則別表十七（三）付表一の記入対象となる海外SPCも含みます。なお、海外SPCが印章を有さない場合は、押印に代えて代表者のサインをご記入ください。
住所
氏名又は名称
代表者の氏名　　　　　　


住所
氏名又は名称
代表者の氏名　　　　　　　

　
海上運送法第39条の11第１項の規定により、下記の先進船舶導入等計画の認定を申請します。


記


１．先進船舶の導入等計画の名称
特定先進低環境負荷船（・・・・に関する技術を用いたもの）の導入に関する計画	Comment by 作成者: 名称は、「特定先進低環境負荷船」の導入計画であることを明確にしてください。（基本的には、この記載例の名称のまま、「・・・・」の部分を埋めて頂ければ問題ありません。）	Comment by 作成者: 先進船舶の対象範囲を定める告示第2条第2号イ～トに掲げられた設備・材料のいずれかを記入してください。
導入する設備・材料が複数の場合は、いずれかひとつを例示し、それ以外を等でまとめてください。（例：ウェザールーティングシステム等に関する技術を用いたもの）

２．先進船舶の導入等の目標及び内容

○導入の目標

導入（就航）予定日： ・・・・

今回と同等の船舶の今後の導入予定その他環境に優しい船舶の導入に関する今後の計画：	Comment by 作成者: 「本申請の対象となる船舶に導入する～～～～などの環境にやさしい設備を、今後調達する船舶にも積極的に導入していく予定」など、将来に向けての環境への取組について、ご記載ください。（上記「～～～～」には「統合ビルジ処理システム」などの設備・材料名を埋めてください。）
なお、具体的に調達する船舶が決まっている場合は「〇〇年〇〇月竣工予定の船舶にも、～～～～を導入する予定」のような、具体的な記述をして頂いてもかまいません。
・・・・

○導入の内容

船名： ・・・・
船種： ・・・・
総トン数及び載荷重量トン数（見込み）： ・・・・
導入予定の航路： ・・・・
IMO番号その他の船舶を特定できる情報： ・・・・	Comment by 作成者: 特別償却制度を利用するためには、船番、IMO番号など、船舶を一意に決定できる情報が記載されている必要があります。

	先進船舶の対象範囲を定める告示
第2条第2号イ～トの設備・材料
	今回用いる
設備・材料

	イ　スマートナビゲーションシステム
	

	ロ　ウェザールーティングシステム
	○

	ハ　遠隔監視システム
	

	ニ　予防保全システム
	

	ホ　統合ビルジ処理システム
	

	ヘ　高延性鋼
	

	ト　耐食鋼
	


※今回用いる設備・材料の詳細は添付書類のとおり。

３．実施体制

建造造船所：
造船所名　・・・・
所在地　・・・・

船舶の取得者：	Comment by 作成者: 特別償却制度を利用するためには、船舶の取得者が明らかになっている必要があります。
※船舶の取得者を「未定」として申請することは可能ですが、船舶の取得者が決定次第、必ず船舶の取得者全員の連名で計画変更を申請してください。
※「船舶の取得者」とは、取得する特定先進低環境負荷船に関して特別償却を利用する企業・個人のことであり、法人税法施行規則別表十七（三）の記入対象となる海外SPCも含みます。
取得者名　・・・・
所在地　・・・・
※共同保有の持ち分比率　取得者A ○％、取得者B ●％、取得者C □％、取得者D ■％	Comment by 作成者: 共同保有の場合は、船舶の取得者ごとの持ち分比率を記載してください。
なお、海外SPCと本邦親会社の船舶の持ち分比率が10対0の場合、SPCと本邦親会社の関係を分かりやすくするため、例えば「※持ち分比率は（親会社名）0%、（SPC名）100%であるが、（SPC名）は（親会社名）の合算課税の対象である。」のように、両者の税務申告上の関係を簡潔に記載してください。

運航者： 
運航者名　・・・・
所在地　・・・・
運航に際して船員に特殊な教育等が必要な船舶の場合は、教育等の方法又は運航に必要な船員の確保方法	Comment by 作成者: LNG船のように船員に特別な訓練や資格が必要な場合は、必要となる船員をどのように確保するのか（あるいは既に確保できているのであればその事実）について、「・・・・」のところに記載してください。特別な訓練や資格が必要無い場合は、「・・・・」のところに「該当せず」と記載してください。
・・・・

導入する先進船舶の対象範囲を定める告示第2条第2号イ～トの設備・材料の製造者：
設備・材料の名称　・・・・	Comment by 作成者: ２．「○導入の内容」において「今回用いる設備・材料」に丸を付した設備・材料について記載してください。
製造者名　・・・・
所在地　 ・・・・

設備・材料の名称　・・・・
製造者名　・・・・
所在地　 ・・・・

４．計画期間

起工予定日： ・・・・
進水予定日： ・・・・
竣工予定日： ・・・・

５．先進船舶の導入等の実施に必要な資金の額及びその調達方法

導入に要する費用の総額：約　　億円	Comment by 作成者: 有効数字上一桁又は上二桁で記入してください。
資金の調達方法：自己資金約　　％、借り入れ約　　％、その他約　　％

６．先進船舶の導入等計画の認定により受けようとする支援措置

特別償却制度

７．先進船舶導入等計画の実施に当たって特に留意すべき事項

申請者である【　　　　　　】は、我が国の環境に関する法令（労働安全衛生法体系その他労働環境に関する法令を含む。）で規制されている行為等が、本認定申請に係る船舶の建造その他の過程において行われないように努め、万が一これに反したときは、国土交通省に自主的に申し出ることとします。	Comment by 作成者: 【　　　　　　】を申請事業者（※）の名称に置き換えた上で、この一文を申請書に転記してください。
※全員の連名である必要はありませんが、「船舶の取得者」に名を連ねた事業者は、漏れなく連名としてください。

（備考）
　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。


＜添付書類＞	Comment by 作成者: 必要書類を用意し、対応する表の右の空欄に「○」を書き込んでください。
（既存の法人）
	定款又は寄付行為及び登記事項証明書
	

	最近の事業年度における事業報告、賃借対照表及び損益計算書
	



（法人を設立しようとする者）
	定款又は寄付行為の謄本
	

	株式の引受け、出資又は財産の寄付の状況又は見込みを記載した書類
	



（共通）
	我が国の環境に関する法令で規制されている行為等が、本認定申請に係る船舶の建造その他の過程において行われないことに関する確認書類
	

	「２．先進船舶の導入等の目標及び内容」の「今回用いる設備・材料」にチェックした設備・材料が、先進船舶の対象範囲を定める告示第２条第２号イからトに掲げる技術に該当することを確認できる書類
	





○担当者連絡先
【記入要領】
以下の各項目については、当方より連絡が可能な担当者について記載下さい。
①氏名（ふりがな）：担当者の氏名をご記入下さい。
②所属会社等、部署及び役職：所属する団体・企業等の名称、部署名及び役職を記入して下さい。
③所在地：郵便番号、所在地を記入して下さい。
④電話番号等：担当者の電話番号及びFAX番号を記入して下さい。
⑤E-mail：担当者の電子メールアドレスを記入して下さい。
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